


























年⾦制度改⾰は、社会保障と税の⼀体改⾰を進めていく上で、最も重要な柱である。2011 年 2 ⽉ 26 ⽇
に開催された社会保障改⾰に関する集中検討会議では、年⾦制度改⾰案を提⾔する新聞社からヒアリン
グが⾏われた。本稿では、これらの提案のうち、読売新聞社、⽇本経済新聞社及び産経新聞社の提案に
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シミュレーションモデルによる所得保障施策の評価・分析に関する研究」の⼀環として、その使⽤が認められた国⺠⽣活
基礎調査の調査票（2010 年 9 ⽉ 7 ⽇付厚⽣労働省発統 0907 第 7 号）を再集計して得たものである。 
** ⼀橋⼤学経済研究所 〒186-8601 東京都国⽴市中２－１、E-mail: inagaki@ier.hit-u.ac.jp 2 
 
 




れ、平成 23 年 2 ⽉ 5 ⽇に第 1 回集中検討会議が開催された。この会議では、社会保障と税の⼀体改⾰
について、国⺠的な議論を進めるための環境作りを⾏うとともに、政府案を 6 ⽉末までに取りまとめる
ことを⽬標に、集中的に検討が⾏われている。これまでに、労使４団体（2 ⽉ 19 ⽇） 、新聞 5 社（2 ⽉
26 ⽇）及び有識者 5 ⼈（3 ⽉ 5 ⽇）から公開ヒアリングを⾏い、社会保障改⾰に関する提⾔について意
⾒交換が⾏われた。その後、東⽇本⼤震災が発⽣し、⼀時中断されたが、4 ⽉ 27 ⽇より再開し、5 ⽉ 12
⽇の会合では社会保障に関する厚⽣労働省案
1の概要が提⽰され、5 ⽉ 23 ⽇の会合では、 「年⾦」と「貧
困・格差、低所得者対策」について討議が⾏われた。 
  これらのうち、2 ⽉ 26 ⽇に開催された集中検討会議では、直接ヒアリングを実施した毎⽇新聞社、読
売新聞社、⽇本経済新聞社及び産経新聞社のほか、朝⽇新聞社から提出された資料をもとに、年⾦制度
改⾰を中⼼に意⾒交換が⾏われた。その中で、パート労働者などを厚⽣年⾦に加⼊できるようにする必

















                                          





  本稿では、まず第 2 章において、現⾏制度を維持した場合における⾼齢貧困者の将来⾒通しを⽰した
上で、第 3 章において、各社の改⾰案に関する政策シミュレーションを実施して改⾰効果を評価すると
ともに、公平性の確認を⾏った。第 4 章においては、第 3 章で指摘した問題点を改善するための修正案




2.  現⾏制度を維持した場合の将来⾒通しと公平性 
 
2.1.  シミュレーションの⽅法 
 
  ⽇本社会のダイナミック・マイクロシミュレーションモデル INAHSIM
2を⽤いて、貧困⾼齢者数の対
⼈⼝⽐及び現⾏制度と⽐較した追加費⽤の将来推計を 2100 年まで実施した。 
  いわゆる貧困層は、全国⺠の等価所得











                                          




4 どの程度の⽔準を貧困ラインと考えるかについて、明確な合意があるわけではない。ここでは、等価所得 100 万円を便







単純に 2004 年度の価格表⽰と考えても⼤きな問題はない。 
 
2.2.  貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐の将来⾒通し 
 
 図  1は、現⾏制度を維持した場合における貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐について、75 歳未満と 75 歳以上
に区分して、2100 年までシミュレーションを⾏った結果である。この定義による貧困⾼齢者数の対⼈⼝






図 1  貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐の将来⾒通し 
 
 
  また、この貧困層を 75 歳未満と 75 歳以上の⾼齢者に分けてみると、75 歳以上の⾼齢者が圧倒的に
多数を占めている。これは、75 歳以上では単⾝⾼齢者の⽐率が⾼く、貧困に陥るリスクが⾼齢になるほ
ど⾼まるためである。さらに、既裁定物価スライドによる実質的な給付削減の影響は⾼齢になるほど⼤
きくなるため、実際には、これよりもさらに多くの 75 歳以上の⾼齢者が貧困層になると⾒込まれる。 
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2.3.  公的年⾦の給付総額の将来⾒通し 
 
 図  2は、 公的年⾦の給付総額の将来⾒通しを⽰したものである。 「シミュレーション結果」 は、 INAHSIM







②  共済年⾦の新規裁定者は、厚⽣年⾦と同じ⽔準とみなしたこと 
③  新規裁定者については、⽼齢年⾦と遺族厚⽣年⾦（遺族共済年⾦を含む）のみを考慮しており、
各制度の障害年⾦や遺族基礎年⾦の新規裁定は含まないこと 
   
図 2  公的年⾦の給付総額の将来⾒通し 
 
（出所） 「国⺠年⾦＋厚⽣年⾦」は、厚⽣労働省（2010）による国⺠年⾦と厚⽣年⾦の⽀出の合計額を賃⾦上昇率によっ
て 2004 年度価格に割り引いたものである。 
 
  本稿のシミュレーション結果は、国⺠年⾦と厚⽣年⾦に共済組合の年⾦給付を加えたものであること







  ⽇本の 65 歳以上の⾼齢者⼈⼝は、2012 年度の 3074 万⼈から、2042 年度のピークには 3667 万⼈
とさらに 2 割増加すると⾒込まれている。にもかかわらず、この間、財政検証による国⺠年⾦と厚⽣年
⾦の実質的な⽀出額は⼤幅に減少すると⾒込まれている。これは、財政検証における経済前提が成り⽴
つとすると、 先に述べた実質的な給付削減 （マクロ経済スライド△0.9％、 既裁定物価スライド△1.5％）
が⻑期にわたり続くからである。 
 













険料は⽉額 15,020 円であり、 これを 40 年間納付すると保険料総額は 721 万円である。 これに対して、
基礎年⾦額は年額 788,900 円（⽉額 65,741 円）であり、これを 65 歳からの平均余命の期間（平成 21
年では、男 18.88 年、⼥ 23.97 年、男⼥平均 21.43 年）だけ受給するものとすると、その総額は 1,690
万円となる。 
表 1は、全期間まじめに納付した場合、25 年間だけ納付した場合、10 年間だけ納付した場合とまっ
たく納付しなかった場合における保険料納付総額と年⾦受給総額とを⽐較したものである。10 年間納付
した場合の年⾦受給額のカッコ内の⾦額は、年⾦の受給資格期間を 10 年に短縮した場合である。いずれ
                                          
6 厚⽣労働省（2010）では、給付負担倍率として、利息等を含めた厳密な試算を⾏い、 「どの世代でみても、⽀払った保







表 1  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（現⾏制度） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  65,741 円  1,690 万円  ̶ 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円  41,088 円  1,056 万円  634 万円 







0 年 4 0 年  ̶  721 万円  ̶  ̶  1,690 万円 
 


































3.  新聞各社の年⾦制度改⾰案と政策シミュレーションによる政策評価 
 
3.1.  年⾦制度改⾰案の基本的な考え⽅ 
 
  各社の年⾦制度改⾰案については、パート労働者などを厚⽣年⾦に加⼊できるようにする必要性や受



























実にするために、受給資格期間を 10 年に短縮して無年⾦を少なく、⽉ 5 万円の「最低保障」で低年⾦を
カバーする仕組みを提案している。改⾰案の導⼊時期や既裁定者の年⾦を引き上げるかどうかについて
明確に⽰されていないが、改⾰案の趣旨を勘案し、以下の仕組みを想定する。 
①  満額の基礎年⾦を 84 万円（5％）に引上げ 
②  低年⾦・低所得（夫婦の所得額 200 万円未満）の⾼齢者に最低保障年⾦ 60 万円を導⼊ 
③  2015 年度から直ちに実施（既裁定者も抱き起こし） 
④  受給資格期間を 10 年に短縮 












①  満額の基礎年⾦は、現⾏制度（80 万円）と同じ 
②  2015 年度から 40 年かけて徐々に税⽅式に移⾏ 
③  基礎年⾦の⽀給要件は 10 年間の居住要件 
④  既裁定者の年⾦額の⾒直しは⾏わない 
 









①  満額の基礎年⾦は、現⾏制度（80 万円）と同じ 
②  低所得の年⾦受給者（単⾝ 100 万円未満、夫婦 142 万円未満）に対して、年額 24 万円を基礎
年⾦に上乗せ 
③  2015 年度から直ちに実施（既裁定者も抱き起こし） 
④  受給資格期間を 10 年に短縮 
⑤  無年⾦者は救済しない 
 
3.2.  貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐の将来⾒通し 
 









図 3  貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐の将来⾒通し（改⾰案の⽐較） 
 






が⼩さい。これは、等価所得 100 万円を貧困ラインとしているが、最低保障年⾦の額が 60 万円とかな
り低い額に設定されているため、等価所得 100 万円になかなか到達しないためと考えられる。また、満






3.3.  年⾦の給付総額の追加費⽤の将来⾒通し 
 
 図  4は、 各社の年⾦制度改⾰案について、 年⾦給付総額の増加額の将来⾒通しを⽐較したものである。











図 4  年⾦給付の追加費⽤の将来⾒通し（改⾰案の⽐較） 
 
 
3.4.  未納者と完納者の公平性の確認 
 
  最後に、未納者と完納者の公平性の観点から、三者の改⾰案を⽐較してみよう。まず、表 2は、読売
新聞案について、保険料納付期間別に、保険料納付額と年⾦受給額を⽐較したものである。この表では、
保険料は便宜的に現在の⽉額 15,020 円が維持されるものとし、満額の基礎年⾦は 5％引き上げられ、⽉
額 69,028 円としている。また、年⾦⽉額が５万円を下回る場合には、最低保障年⾦の５万円が適⽤さ
れるものとしている。納付期間が 25 年の場合の年⾦⽉額は 43,143 円、10 年の場合は 17,257 円とな
                                          




るが、いずれも 5 万円を下回るため、最低保障年⾦が適⽤されることになる。 
  全期間まじめに納付した者の場合は、年⾦受給総額は現⾏制度より 5％増加し、1775 万円と⾒込まれ
る。これに対して、25 年あるいは 10 年納付の場合は、いずれも最低保障年⾦が適⽤され、1286 万円
となり、489 万円少ない額となる。これに対して、保険料未納額は、25 年納付では 270 万円にとどま




表 2  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（読売新聞案） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  69,028 円  1,775 万円  ̶ 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円  50,000 円  1,286 万円  489 万円 
10 年 3 0 年  180 万円  541 万円  50,000 円  1,286 万円  489 万円 
0 年 4 0 年  ̶  721 万円  ̶  ̶  1,775 万円 
 




ものとみなすという考え⽅であるから、納付期間 25 年は改正前の期間 12.5 年と改正後の 20 年を加え
た 32.5 年、同様に 10 年は 25 年、0 年は 20 年の保険料納付期間があるものとみなして⽐較を⾏った。  
  基礎年⾦の算定式は、現⾏制度と同じであり、納付期間（税⽅式化後の期間は全期間納付とみなす）
に⽐例した年⾦額となることから、未納者と完納者の公平性の問題は⽣じない。実際、納付期間が 32.5
年、25 年、20 年のいずれのケースにおいても、減額分が未納額を上回っている。 
   
表 3  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（⽇経新聞案） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  65,741 円  1,690 万円  ̶ 
32.5 年 7 . 5 年  586 万円  135 万円  53,415 円  1,373 万円  317 万円 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円  41,088 円  1,056 万円  634 万円 
20 年 2 0 年  360 万円  361 万円  32,871 円  845 万円  845 万円 14 
 
 
 表  4は、産経新聞案について、保険料納付期間別に、保険料納付額と年⾦受給額を⽐較したものであ
る。産経新聞案では、低所得の⾼齢者に⽉額 2 万円の⾃⽴応援年⾦が⽀給される仕組みであるが、この
表では、納付期間 25 年及び 10 年の者に⾃⽴応援年⾦が⽀給されるものとした。 
  全期間まじめに保険料を納付した者の基礎年⾦の受給総額は、現⾏制度と同じ 1690 万円であるが、
未納期間が 25 年あるいは 10 年納付の場合には、⽉額 2 万円の⾃⽴応援年⾦が加算され、現⾏制度に⽐
べて、⽣涯（21.43 年）で 514 万円受給総額が増加することになる。この結果、10 年納付の場合は、





表 4  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（産経新聞案） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  65,741 円  1,690 万円  ̶ 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円  61,088 円  1,571 万円  119 万円 
10 年 3 0 年  180 万円  541 万円  36,435 円  937 万円  753 万円 
0 年 4 0 年  ̶  721 万円  ̶  ̶  1,690 万円 
 








案は、これらの 3 案の中では効果が⼩さいことが分かった。 
  次に、追加費⽤については、いずれの改⾰案についても、現⾏制度と⽐べて給付総額が増加するが、

















4.  新聞各社の年⾦制度改⾰案の修正提案と政策シミュレーションによる政策評価 
 









は、最低保障年⾦を 65 歳以上の⾼齢者すべてに適⽤するとしているが、これを 75 歳以上の⾼齢者に限
定するという⽅式を考える。75 歳以上に限定するのは、図 1でみたように、⾼齢貧困者は⾼齢者の中で





 表  5は、修正後の読売新聞案について、保険料納付期間別に、保険料納付額と年⾦受給額を⽐較した
ものである。たとえば、25 年納付の場合、年⾦⽉額が 43,143 円→50,000 円となっているが、これは
74 歳までの基礎年⾦額が 43,143 円、75 歳から 50,000 円であることを⽰している。この結果、25 年16 
 
納付では、保険料の未納額が 270 万円であることに対して、年⾦受給総額の減額分は 572 万円、10 年
納付では、未納額が 541 万円であることに対して減額分が 882 万円となり、いずれも減額分が未納額を
上回るため、公平性は確保されていると考えることができる。 
 
表 5  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（修正後の読売新聞案） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  69,028 円  1,775 万円  ̶ 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円 
43,143 円→
50,000 円 
1,203 万円  572 万円 
10 年 3 0 年  180 万円  541 万円 
17,257 円→
50,000 円 
893 万円  882 万円 









 表  6は修正後の⽇経新聞案について、保険料納付期間別に、保険料納付額と年⾦受給額を⽐較したも
のである。なお、ここでは、公平性の確保に特に留意を要する現時点の既裁定者について⽐較を⾏った。
たとえば、全期間未納者の場合、現⾏制度では⽣涯無年⾦であるが、この案では、75 歳から満額の基礎
年⾦を受給できることになる。この結果、25 年納付では、保険料の未納額が 270 万円であることに対し
て、年⾦受給総額の減額分は 296 万円、10 年納付では、未納額が 541 万円であることに対して減額分
が 591 万円、全期間未納者では、未納額が 721 万円であることに対して減額分が 789 万円となり、い
ずれも減額分が未納額を上回るため、公平性は確保されていると考えることができる。これは、給付額





                                          
9 修正前の読売新聞案・産経新聞案では、利息を考えない元本ベースでも公平性が確保されていない。 17 
 
 
表 6  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（修正後の⽇経新聞案） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  65,741 円  1,690 万円  ̶ 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円 
41,088 円→
65,741 円 
1,394 万円  296 万円 
10 年 3 0 年  180 万円  541 万円 
16,435 円→
65,471 円 
1,099 万円  591 万円 
0 年 4 0 年  ̶  721 万円 
  0 円→
65,471 円 





題がある。読売新聞案の修正と同様に、⾃⽴⽀援年⾦を 75 歳以上に限定する⽅式を考える。 
表 7は、修正後の産経新聞案について、保険料納付期間別に、保険料納付額と年⾦受給額を⽐較した
ものである。25 年納付の場合、年⾦⽉額が 41,088 円→61,088 円となっているが、これは 74 歳までの
基礎年⾦額が 41,088 円、75 歳から 61,088 円であることを⽰している。この結果、25 年納付では、保
険料の未納額が 270 万円であることに対して、年⾦受給総額の減額分は 359 万円、10 年納付では、未
納額が 541 万円であることに対して減額分が 993 万円となり、いずれも減額分が未納額を上回るため、
公平性は確保されていると考えることができる。 
 
表 7  保険料の納付総額と基礎年⾦受給総額（修正後の産経新聞案） 
納付期間  未納期間 
保険料納付額  年⾦受給額 
納付総額  未納額  年⾦⽉額  受給総額  減額分 
40 年 0 年  721 万円  ̶  65,741 円  1,690 万円  ̶ 
25 年 1 5 年  451 万円  270 万円 
41,088 円→
61,088 円 
1,331 万円  359 万円 
10 年 3 0 年  180 万円  541 万円 
16,435 円→
36,435 円 
697 万円  993 万円 
0 年 4 0 年  ̶  721 万円  ̶  ̶  1,690 万円 
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4.2.  貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐の将来⾒通し 
 






図 5  貧困⾼齢者数の対⼈⼝⽐の将来⾒通し（修正後の改⾰案の⽐較） 
 
 
4.3.  年⾦の給付総額の将来⾒通し 
 







図 6  年⾦給付の追加費⽤の将来⾒通し（修正後の改⾰案の⽐較） 
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